
  

 

第３章 市街化調整区域内における基準 

 
１ 「都市計画法第３４条第１号」の運用基準 

 
 都市計画法第３４条第１号は、市街化調整区域といえども、そこに居住している者の日常生活

が健全に営まれるよう配慮することが必要であるとの趣旨に基づき、この要請に応えるため､公益

上必要な建築物又は日常生活に必要な物品の小売店舗等(以下これらを「店舗等」という。）を許
可し得ることとしたものである。したがって、店舗等については、立法趣旨を厳格かつ慎重に解

釈し運用するものとし、次の要件を満たすものについて認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 当該申請にかかる建築物の用途は、表２に掲げるもので、日常生活上必要と認められる店舗 
等であること。なお、小売業及び飲食店における業種の判定は、当該店舗における主要な販売 
品目により行うものとする。 

 
（立地基準） 
２ 申請地は、原則として既存集落内又はその周辺にあり、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）申請地を中心とした半径３００メートルの区域がすべて市街化調整区域で、かつ、当該市

街化調整区域内に５０戸以上の既存集落が存在すること。 
（２）申請地の主要な出入口が現況幅員４メートル以上の日常生活における主要道路に面してお

り、かつ、当該主要道路に敷地外周の７分の１以上が接していること。 
（３）敷地面積は、１５０平方メートル以上４００平方メートル以下とすること。 
（４）申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
    
（施設基準） 
３ 建築物等の規模は、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）建築物の延べ面積は、２００平方メートル以下とすること。 
（２）建築物は、平屋建てとすること。 
（３）建築物は、平面図及び立面図から判断して明らかに店舗等と認められるものであること。 
（４）建築物に店舗等の管理目的で宿直室又は休憩室等を併設する場合には、当該宿直室又は休

憩室の部分は２５平方メートル以下とすること。 
（５）当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等により確保すること。 
 
（その他） 
４ その他、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）店舗等の経営は、申請者が行うこと。 
（２）申請者がその店舗等を開設するのに必要な相当の資格を有すること。ただし、申請者と有

資格者とが共同で経営する場合又はこれに準ずる場合で、有資格者が店舗等の経営及び運

営に継続的に参加することが確実である場合は、この限りでない。 
（３）店舗等の開設にあたっての資金計画書、経営の収支計画書及びそれにかかる予定対象顧客

戸数調査書から判断して明らかに経営の継続性があると認められるものであること。 
（４）申請地は、申請者が所有する土地であること。ただし、相当期間の借地権が設定された借

地であることが確実である場合は、この限りでない。 
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表２（日常生活に必要な店舗等の業種等） 
 
適用業種 業務の説明 大 分 類 中 分 類 細分類番号 
食堂、レストラン

（専門料理店を除

く） 

主として主食となる各種

の料理品をその場所で飲

食させる事業所 

宿泊業、飲食サー

ビス業（Ｍ） 
飲食店 
（７６） 
 
 

７６１１ 

日本料理店 主として特定の日本料理

（そば、うどん、すしを

除く）をその場所で飲食

させる事業所 

７６２１ 
 

中華料理店 主として中華料理をその

場所で飲食させる事業所 
７６２３ 
 

ラーメン店 主としてラーメンをその

場所で飲食させる事業所 
７６２４ 

焼肉店 主として焼肉（自ら網で

焼くもの）をその場所で

飲食させる事業所 

７６２５ 

その他の専門料理

店（西洋料理店、

スパゲティ店、カ

レー料理店等） 

主として他に分類されな

い特定の料理をその場所

で飲食させる事業所 

７６２９ 

そば・うどん店 主としてそばやうどんな

どをその場所で飲食させ

る事業所 

７６３１ 

すし店 主としてすしをその場所

で飲食させる事業所 
７６４１ 

各種食料品小売業

（スーパーマーケ

ット） 

主として各種食料品を一

括して一事業所で小売す

る事業所 

卸売業、小売業 
（Ｉ） 

飲食料品小売業 
（５８） 

５８１１ 

コンビニエンスス

トア（飲食料品を

中心とするものに

限る） 

主として飲食料品を中心

とした各種最寄り品をセ

ルフサービス方式で小売

する事業所で、店舗規模

が小さく、終日又は長時

間営業を行う事業所 

５８９１ 

調剤薬局 主として医師の処方せん

に基づき医療用医薬品を

調剤し、販売又は授与す

る事業所 

 その他の小売業

（６０） 
６９３３ 

農業用機械器具小

売業 
主として農業用機械器具

を小売する事業所 
 ６０４１ 
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無床診療所 患者を入院させるための

施設を有しないで、医師

が医業を行う事業所 

医療、福祉（Ｐ） 医療業 
（８３） 

８３２２ 

歯科診療所 患者を入院させるための

施設を有しないで、歯科

医師が歯科医業を行う事

業所 

８３３１ 

助産所 助産師がその業務（病院

又は診療所において行う

ものを除く）を行う事業

所 

８３４１ 

あん摩マッサージ

指圧師・はり師・

きゅう師・柔道整

復師の施術所 

あん摩マッサージ指圧

師、はり師、きゅう師及

び柔道整復師がその業務

を行う事業所 

８３５１ 

自動車一般整備業 自動車の整備修理を総合
的に行う事業所 

サービス業（他に

分類されないも

の）（Ｒ） 

自動車整備業 
（８９） 

８９１１ 

かじ業（農業用器

具修理業に限る） 
主として注文で手工鋳

造、その他のかじ業を行

う事業所 

機械等修理業 
（９０） 
 
 

９０９４ 

理容業 主として頭髪の刈り込

み、顔そりなどの理容サ

ービスを提供する事業所 

生活関連サービ

ス業、娯楽業 
（Ｎ） 

洗濯・理容・美

容・浴場業 
（７８） 

７８２１ 

美容業 主としてパーマネントウ

ェーブ、結髪、化粧など

の美容サービスを提供す

る事業所 

７８３１ 

郵便局 
（日本郵便株式会

社法に規定される

もの） 

郵便窓口業務、印紙の売

りさばき及びそれらの業

務に附帯する業務を行う

事業所 

   

 
業種分類は、日本標準産業分類（平成２６年４月１日施行 総務省）に基づくものです。 
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「都市計画法第３４条第１号」の立地基準参考図 

 
《面積の考え方》 
 ＊ 申請地を中心とした半径３００メートルの区域内において 
   ① すべて市街化調整区域であること。 
   ② ５０戸以上の既存集落があること。 
 
    
 
                         
                       
 
                                            ｒ=300m 
                         
  
                    
                            
                                             申請地 
  
 
  
 
 
 
 
《接道方法》 
                ＊ 「主要道路に敷地外周の１／７以上が接してい 
                 ること。」は、次式によります。 
 
主 
要 
道 
路            Ｂ 
 
 
     

Ａ   申請地   Ｃ 
 
     現況幅員 
     4m以上    Ｄ 

Ａ ≧ 
Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ 
   ７ 

 
 

  市街化調整区域 Ａ 
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